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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性の支持体および導電性の弾性層を有する電子写真用の導電性部材であって、
　該弾性層は、Ａ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体を含み、
　該Ａ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体中のＡブロックは、非イオン導電性ブロックであり
、Ｂブロックは、イオン交換基を有するイオン導電性ブロックであり、かつ、
　　該Ａ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体は、ミクロ相分離構造を形成し、
　該ミクロ相分離構造は、
　　　　該Ｂブロックからなるマトリクス相と、
　　　　該Ａブロックからなり、かつ、球状構造、シリンダー構造および共連続構造から
なる群より選ばれるいずれかの構造を有している相とを有することを特徴とする電子写真
用の導電性部材。
【請求項２】
　前記イオン交換基が、スルホン酸基、カルボキシル基またはリン酸基である請求項１に
記載の電子写真用の導電性部材。
【請求項３】
　前記Ｂブロックが、下記式（４）～（６）で示される構成単位からなる群より選ばれる
少なくとも１つの構成単位を有する請求項１または２に記載の電子写真用の導電性部材：
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【化２】

　（式（４）～（６）において、Ｘは各々独立にカルボキシル基または水素原子を示し、
Ｙは各々独立にカルボキシル基または水素原子を示し、Ｚは各々独立に水素原子またはメ
チル基を示す。なお、Ｘがカルボキシル基の場合、Ｙは水素原子であり、Ｘが水素原子の
場合、Ｙはカルボキシル基または水素原子である。）。
【請求項４】
　前記Ｂブロックが下記式（７）および下記式（８）で示される構成単位を有する直鎖高
分子ブロックである請求項１～３のいずれか一項に記載の電子写真用の導電性部材：
【化３】

　（式（７）中、Ｒは炭素数２以上４以下の２価の飽和炭化水素基を表す）。
【請求項５】
　前記Ａブロックが下記式（９）～（１１）で示される構成単位からなる群より選ばれる
少なくとも1つの構成単位を有する請求項１～４のいずれか一項に記載の電子写真用の導
電性部材：
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【化４】

【請求項６】
　電子写真装置の本体に着脱自在に構成されているプロセスカートリッジであって、請求
項１～５のいずれか一項に記載の電子写真用の導電性部材を、帯電部材および現像部材か
ら選択される少なくとも一つの部材として具備していることを特徴とするプロセスカート
リッジ。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の電子写真用の導電性部材を、帯電部材および現像
部材から選ばれる少なくとも一つの部材として具備していることを特徴とする電子写真装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真装置に用いる導電性部材、プロセスカートリッジおよび電子写真装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真装置において、帯電ローラ等に用いられる導電性部材が有する弾性層として、
ブタジエンゴム（ＢＲ）やヒドリンゴムなどの極性ポリマーとイオン導電剤とを含むもの
がある。このような弾性層は、電子導電性粒子によって導電性を付与してなる弾性層と比
較して、電気抵抗の部分的なムラが少ないという利点がある。
【０００３】
　その一方で、イオン導電剤を含む弾性層を有する導電性部材は、長期間に亘って高電圧
を印加し続けることによって、イオン導電剤が弾性層中で徐々に分極し、偏在してしまう
ことがある。すなわち、イオン導電剤がプラスとマイナスイオンに分かれて互いに逆の方
向に移動し、弾性層内でイオン導電剤の濃度が相対的に薄くなる部分が発生することがあ
る。その結果、イオン導電に寄与するキャリアが減少し、弾性層の電気抵抗が経時的に上
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昇する場合があった。
【０００４】
　このような課題に対し、特許文献１においては、特定の４級アンモニウム塩をイオン導
電剤として用いることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－１８９８９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明者らの検討によれば、特許文献１に係る導電性部材では、経時的な電気抵抗の変
化は抑制されていた。しかしながら、近年の、電子写真装置のさらなる高寿命化への要求
に応えるためには、帯電ローラ等に用いられる導電性部材の電気抵抗の経時安定性をより
一層向上させることが必要であるとの認識を本発明者らは得た。
　そこで、本発明の目的は、長期間の高電圧の印加によっても電気抵抗が上昇しにくい電
子写真用の導電性部材の提供にある。
　また、本発明の他の目的は、高品位な電子写真画像を安定して提供することのできる電
子写真装置およびプロセスカートリッジの提供にある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第一の観点によれば、導電性の支持体および導電性の弾性層を有する電子写真
用の導電性部材であって、該弾性層は、Ａ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体を含み、該Ａ－
Ｂ－Ａ型のブロック共重合体中のＡブロックは、非イオン導電性ブロックであり、Ｂブロ
ックは、イオン交換基を有するイオン導電性ブロックであり、かつ、該Ａ－Ｂ－Ａ型のブ
ロック共重合体は、ミクロ相分離構造を形成し、該ミクロ相分離構造は、該Ｂブロックか
らなるマトリクス相と、該Ａブロックからなり、かつ、球状構造、シリンダー構造および
共連続構造からなる群より選ばれるいずれかの構造を有している相とを有する電子写真用
の導電性部材が提供される。
　また、本発明の第二の観点によれば、電子写真装置の本体に着脱自在に構成されたプロ
セスカートリッジであって、上記の電子写真用の導電性部材を帯電部材および現像部材か
ら選択される少なくとも一つの部材として具備しているプロセスカートリッジが提供され
る。
　さらに、本発明の第三の観点によれば、上記の電子写真用の導電性部材を帯電部材およ
び現像部材から選ばれる少なくとも一つの部材として具備している電子写真装置が提供さ
れる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、長期間の使用によって生じる抵抗変化を抑制した電子写真用導電性部
材を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１Ａ、１Ｂ、１Ｃ及び１Ｄは本発明の電子写真用導電性部材の概略図である。
【図２】本発明の電子写真用導電性部材を用いた画像形成装置の概略図である。
【図３】本発明の電子写真用導電性部材を用いた別の画像形成装置の概略図である。
【図４】ブロック共重合体が取り得るミクロ相分離構造の説明図であり、図４Ａは球状構
造の相が形成されたミクロ相分離構造の模式図であり、図４Ｂはシリンダー状構造の相が
形成されたミクロ相分離構造の模式図である。
【図５】ミクロ相分離構造の模式図であり、図５Ａは共連続構造の相が形成されたミクロ
相分離構造の模式図であり、図５Ｂはラメラ構造の相が形成されたミクロ相分離構造の模
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式図である。
【図６】図６Ａ及び６Ｂは本発明の電子写真用導電性部材の抵抗測定方法の概略図である
。
【図７】図７Ａ、７Ｂ及び７Ｃは本発明の電子写真用導電性部材を用いて得られた画像の
評価に使用する画像出力パターンの概略図である。
【図８】本発明の電子写真用導電性部材を用いたプロセスカートリッジの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　図１Ａは、本発明に係る導電性ローラの軸に直交する方向の断面を示し、図１Ｂは軸方
向の断面を示す。導電性部材は導電性の支持体１とその外周に形成された弾性層２からな
る。
【００１１】
＜支持体＞
　支持体１は、導電性を有し、その上に設けられる導電性の弾性層を支持するものである
。材質としては、例えば、鉄、アルミニウム、チタン、銅及びニッケル等の金属やそれら
の合金を挙げることができる。
【００１２】
＜弾性層＞
　弾性層２は、非イオン導電性ブロック（以降、「Ａブロック」と称する）、およびイオ
ン交換基を有するイオン導電性ブロック（以降、「Ｂブロック」と称する）の２種のポリ
マーブロックから構成されるＡ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体を含む。
　このブロック共重合体は熱可塑性エラストマーであり、Ａブロックが球状構造、シリン
ダー構造および共連続構造からなる群より選ばれるいずれかの構造をなしており、また、
Ｂブロックがそのマトリックスをなしている。
　本発明に係るＡ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体は、イオン導電性ブロック中にイオン交
換基を有することによりイオン伝導性を示す。さらに、イオン交換基は、分子の主鎖に共
有結合を介して直接結合している。そのため、導電性部材に対して長期間に亘って直流電
圧を印加した場合におけるイオン交換基の弾性層中の移動が制限され、導電性部材の電気
抵抗の経時的な上昇を抑制できる。
　また、特許文献１に記載のようにウレタンゴム等のバインダーゴム中にイオン導電剤を
添加する場合、バインダーゴムに溶解するイオン導電材料量は、バインダーゴムとイオン
導電剤の種類によって決まるため、飽和溶解量以上のイオン導電剤は溶解しない。その結
果、飽和溶解量以上のイオン導電剤をバインダーゴムに添加しても、イオン導電剤同士が
凝集するだけで、導電性ローラとして達成可能な抵抗値に限界がある場合がある。一方で
、本発明のようにイオン交換基を有するポリマーブロックからなるＢブロックを分子内に
有するＡ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体をバインダーとして用いる場合は、その添加量の
増加に伴う凝集が弾性層中には生じない。
【００１３】
＜Ｂブロック＞
　本発明に係るＢブロックが有するイオン交換基の具体例を以下に挙げる。スルホン酸基
（－ＳＯ３Ｈ）、カルボキシル基、リン酸基（Ｈ２ＰＯ４－）、亜リン酸基等。中でも、
弾性層に高導電性を付与できることから、スルホン酸基、リン酸基またはカルボキシル基
が好ましい。これらの中でも、スルホン酸基が特に好適に用いられる。
【００１４】
　Ｂブロックに結合されたイオン交換基の含有量によって、導電性部材として使用する際
に望ましい電気抵抗値である１×１０２～１×１０１１Ω・ｃｍの範囲内に、弾性層の電
気抵抗値を調整できる。上記範囲に電気抵抗値を調整するためのイオン導電性ブロックに
対するイオン交換基量は、１０～３０モル％、好ましくは１５～２５モル％である。イオ
ン交換基の導入量については、プロトンＮＭＲを用いることで容易に測定可能である。
【００１５】
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　イオン交換基の導入方法として、例えば、イオン交換基がスルホン酸基でかつイオン導
電性ブロックの主鎖がジエン系ポリマーの場合、ブロック共重合体のジクロロメタン溶液
を調整し、この溶液に硫酸を添加する。このようにすることによって、２重結合に対し選
択的にスルホン酸基を導入できる。
　また、導電性部材として良好な放電特性を得るためには、導電性部材と被帯電体との間
で安定的なニップを形成する必要があり、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体は、熱
可塑性エラストマーとしてゴム弾性を示す必要がある。そのため、Ｂブロックであるイオ
ン導電性ブロックのガラス転移温度は、１０℃以下、好ましくは０℃以下である。
【００１６】
　上記の条件を満たすＢブロックとしては、以下のポリマーが挙げられる。
ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリエチレンブタジエン、ポリエチレンプロピレン、
ポリイソブチレン、ポリアクリル酸、マレイン酸変性ポリエチレンブタジエン（Ｍ－ＰＥ
Ｂ）、マレイン酸変性ポリエチレンプロピレン（Ｍ－ＰＥＰ）、マレイン酸変性ポリエチ
レンエチレンプロピレン（Ｍ－ＰＥＥＰ）、マレイン酸ポリイソブチレン
【００２０】
　Ｂブロックは、下記式（４）～（６）で示される構成単位からなる群より選ばれる少な
くとも１つの構成単位を有することが好ましい。
【００２１】
【化２】

【００２２】
　式（４）～（６）において、Ｘは各々独立にカルボキシル基または水素原子を示し、Ｙ
は各々独立にカルボキシル基または水素原子を示し、Ｚは各々独立に水素原子またはメチ
ル基を示す。なお、Ｘがカルボキシル基の場合、Ｙは水素原子であり、Ｘが水素原子の場
合、Ｙはカルボキシル基または水素原子である。
【００２３】
　また、Ｂブロックは、下記式（７）および下記式（８）で示される構成単位を有する直
鎖高分子ブロックであることが好ましい。
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【００２４】
【化３】

【００２５】
　式（７）中、Ｒは炭素数２以上４以下の２価の飽和炭化水素基を表す。
【００２６】
＜Ａブロック＞
　本発明に係るＡ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体において、Ａブロックは、非イオン導電
性のブロックである。該Ａブロックは、本発明に係るＡ－Ｂ－Ａ型のブロック共重合体で
構成されてなる熱可塑性エラストマーの架橋点として作用する。そして、本発明に係る弾
性層中には、Ｂブロックから構成されるマトリックス相中に、架橋点となるＡブロックか
らなる球状構造、シリンダー状構造または共連続構造のいずれかの構造を有する相がミク
ロに分散されている。
　そのため、弾性層の強度が向上し、弾性層への不可逆的な変形、すなわち、圧縮永久歪
みの発生が有効に抑制される。
　上記の理由から、本発明に係るＡブロックとしては、常温でも変形が生じにくいポリマ
ーを構成し得るブロックであることが好ましい。具体的には、融点もしくはガラス転移温
度が室温よりも高いことが好ましい。
　かかるＡブロックの好ましい例としては、下記式（９）～（１１）で示される構成単位
からなる群より選ばれる少なくとも１つの構成単位が挙げられる。
【００２７】
【化４】

【００２８】
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　上記したようなＡブロックおよびＢブロックで構成される、本発明に係るＡ－Ｂ－Ａ型
ブロック共重合体は、異種高分子であるＡブロックとＢブロックとの間に斥力相互作用（
ｒｅｐｕｌｓｉｖｅ　ｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）が働き、同種の高分子鎖同士で凝集し相
分離する。しかし、異種高分子鎖間の連結性のためにそれぞれの高分子鎖の広がりより大
きな相分離構造を作ることができず、結果として数ナノメートルから数百ナノメートルの
周期的な自己組織化構造（ｓｅｌｆ－ａｓｓｅｍｂｌｅｄ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）を作る
。このような構造をミクロ相分離構造（ｍｉｃｒｏｐｈａｓｅ－ｓｅｐａｒａｔｅｄ　ｓ
ｔｒｕｃｔｕｒｅ）と呼ぶ。
【００２９】
　Ｂａｔｅｓ，Ｆ．Ｓ．；Ｆｒｅｄｒｉｃｋｓｏｎ，Ｇ．Ｈ．；Ａｎｎｕ．Ｒｅｓ．Ｐｈ
ｙｓ．Ｃｈｅｍ．１９９０（４１）５２５は、ブロック共重合体によって形成されるミク
ロ相分離構造として、一方のポリマーブロックからなるマトリクス中に、他方のポリマー
ブロックからなる、球状構造、シリンダー状構造、共連続構造またはラメラ状構造を有す
る相が存在することを開示している。
【００３０】
　図４Ａ、４Ｂ、５Ａおよび５ＢにＡ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体が形成するミクロ相分
離構造の模式図を示す。これらの図において、４１はＢブロックからなるマトリクス相を
示し、４２はＡブロックからなる相を示す。そして、図４Ａは、Ａブロックからなる相が
球状構造を有するミクロ相分離構造を示し、図４Ｂは、Ａブロックからなる相がシリンダ
ー構造を有するミクロ相分離構造を示す。また、図５Ａは、Ａブロックからなる相が、共
連続構造を有するミクロ相分離構造を示し、さらに、図５Ｂは、Ａブロックからなる相が
ラメラ構造を有するミクロ相分離構造を示す。
【００３１】
　なお、ブロックコポリマーのミクロ相分離構造については、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）による直接構造観察や小角Ｘ線散乱（ＳＡＸＳ）測定による結晶構造解析を行うことで
特定可能である。例えばＴＥＭ観察の場合、本発明に用いるＡ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合
体は、イオン交換基を有するＢブロックが親水性であり、非イオン導電性ブロックである
Ａブロックが疎水性であるため、リンタングステン酸等の親水性の染色剤を用いれば、以
下のように観察される。
　すなわち、ＴＥＭ観察時に、Ｂブロックが相対的に暗く、Ａブロックが相対的に明るく
観察される。よって、Ａブロックが球状構造、シリンダー状構造または共連続構造のいず
れかの構造を有する相を有するミクロ相分離構造を形成し、Ｂブロックが連続相であるこ
とを識別することが可能である。
【００３２】
　本発明に係る弾性層中において、Ａ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体が、図４Ａ、図４Ｂま
たは図５Ａに示す、球状構造、シリンダー状構造または共連続構造を有するＡブロックか
らなる相が、イオン伝導に寄与するＢブロックからなる連続相中に存在してなるミクロ相
分離構造を構成している。このように、イオン伝導に寄与する、イオン交換基を有するＢ
ブロックが、連続相を構成することにより、本発明に係る弾性層は、良好な導電性を示す
こととなる。
【００３３】
　上述したようなミクロ相分離構造は、ＡブロックとＢブロックの体積比を制御すること
によって形成することができる。具体的には、ＡブロックとＢブロックの体積分率をＡブ
ロック／Ｂブロック＝１０／９０からＡブロック／Ｂブロック＝４０／６０、より好まし
くは、Ａブロック／Ｂブロック＝１５／８５からＡブロック／Ｂブロック＝３８／６２に
すれば良い。
　また、Ａ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体の分子量については、ミクロ相分離構造が形成さ
れる条件において特に制約されるものではない。ただし、分子量が高いほど膜強度が上昇
するため、ここでは分子量が１０，０００以上であることが望ましい。
【００３４】
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　このブロック共重合体はリビング重合法により合成されるため、ポリマー自身の分子量
分布が非常に狭く、低分子量のオリゴマーやポリマーがほとんど生成せず、それらが、電
気抵抗の変動に寄与することはない。更に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体には
、発明の効果を著しく損なわない範囲内で必要に応じて、ゴムの配合剤として一般に用い
られている充填剤、軟化剤、加工助剤、粘着付与剤、分散剤、発泡剤等を添加することが
できる。また、目的に応じで、弾性層の外周にさらなる弾性層、導電性弾性表層や保護層
を形成することもできる。
【００３５】
　本発明において、イオン交換基の置換量は弾性層の体積抵抗率が、次の３つの各環境中
で中抵抗領域（体積抵抗率が１×１０２～１×１０１１Ω・ｃｍ）になるような量が好ま
しい。
　・低温低湿（Ｌ/Ｌ）環境（温度１５℃、相対湿度１０％）。
　・常温常湿（Ｎ/Ｎ）環境（温度２３℃、相対湿度５５％）。
　・高温高湿（Ｈ/Ｈ）環境（温度３０℃、相対湿度８０％）。
【００３６】
＜＜弾性層の成形方法＞＞
　弾性層の成形方法としては、例えば、押し出し成形や射出成形、圧縮成形等の公知の方
法が挙げられる。すなわち、上記の熱可塑性エラストマーを、熱して任意の形状に成形し
、冷却することにより弾性層を形成する方法である。また、弾性層は、導電性の支持体の
上に直接熱可塑性エラストマーを成形して作製してもよいし、チューブ形状に成形した熱
可塑性エラストマーを導電性の支持体に被覆させてもよい。なお、弾性層の作製後に表面
を研磨して形状を整えてもよい。
【００３７】
　弾性層の形状は、出来上がった帯電部材と電子写真感光体との当接ニップ幅が帯電部材
の長手方向の分布でできるだけ均一になるよう、電子写真用導電性部材の電子写真感光体
側中央部の形状が端部よりも電子写真感光体側へ凸となっていることが好ましい。電子写
真用導電性部材の形状がローラ形状の場合には、ローラ中央部の直径が端部の直径よりも
大きいクラウン形状となっていることが好ましい。また、出来上がった電子写真用導電性
部材の当接ニップ幅が均一となるために、電子写真用導電性部材の振れが小さい方が好ま
しい。
【００３８】
＜電子写真用導電性部材の電気抵抗＞
　電子写真用導電性部材の電気抵抗はＨ／Ｈ環境中では１×１０４Ω以上、Ｌ／Ｌ環境中
では１×１０８Ω以下であることが好ましい。またＮ／Ｎ環境中では２×１０４Ω以上６
×１０７Ω以下であることが好ましい。Ｌ／Ｌ環境中の電気抵抗を上記した値以下とする
ことによって、電子写真用導電性部材内部での電圧降下が抑制され、電子写真感光体を所
望の値に均一に帯電することが可能となるので好ましい。また、高温高湿環境中の抵抗が
上記範囲より大きいと、電子写真感光体が削れて下地の金属が剥き出しになったとしても
印加電流がリークせず、ハーフトーン画像上に帯電の濃度ムラが現れることがないので好
ましい。
　電子写真用導電性部材がローラ形状でない場合には、１ｃｍ２あたりの抵抗で表す。そ
の場合、電子写真用帯電部材表面に１ｃｍ２の金属電極を蒸着し、電圧を印加して流れる
電流を測定することにより抵抗を求める。
【００３９】
（電子写真装置）
　図２に本発明に係る導電性部材の一つの実施の形態である帯電部材を帯電ローラ６とし
て用いた電子写真画像形成装置を示す。像担持体である電子写真感光体ドラム５は矢印の
方向に回転しながら、帯電ローラ６によって一次帯電され、次に不図示の露光手段からの
露光光１１により静電潜像が形成される。現像剤容器３１の中の現像剤は、現像ローラ１
２と現像ブレード３０との間で摩擦されて帯電されつつ、現像ローラ１２の表面に担持さ
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れて、電子写真感光体ドラム５の表面に搬送される。その結果、静電潜像は現像され、ト
ナー像が形成される。
【００４０】
　トナー像は、転写ローラ８と電子写真感光体ドラム５の間において記録メディア７に転
写され、その後、定着部９において定着される。転写されずに電子写真感光体５の表面に
残留したトナーは、クリーニングブレード１０により回収される。現像ローラ１２、帯電
ローラ６、転写ローラ８等には画像形成装置の電源１８、２０、２２からそれぞれ電圧が
印加されている。 
【００４１】
　ここで、帯電ローラ６には、電源２０から直流電圧が印加される。印加電圧に直流電圧
を用いることで、電源のコストを低く抑えることができるという利点がある。また帯電音
が発生しないという利点がある。印加する直流電圧の絶対値は、空気の放電開始電圧と被
帯電体表面（電子写真感光体表面）の一次帯電電位との和とすることが好ましい。通常、
空気の放電開始電圧は６００～７００Ｖ程度、電子写真感光体表面の一次帯電電位は３０
０～８００Ｖ程度なので、具体的な一次帯電電圧としては９００～１５００Ｖとすること
が好ましい。
【００４２】
　また、電子写真画像形成装置は、図３に示したように画像形成に必要な部材を４色分備
えたカラー電子写真画像形成装置としてもよい。記録メディア７が矢印の方向へ移動する
間に、トナー像が電子写真感光体ドラム５ｄと転写ローラ８ｄの間、電子写真感光体ドラ
ム５ｃと転写ローラ８ｃの間、電子写真感光体ドラム５ｂと転写ローラ８ｂの間、電子写
真感光体ドラム５ａと転写ローラ８ａの間で順番に転写される。記録メディア７に転写さ
れたトナー像は定着部９において定着される。帯電ローラ６ａ、６ｂ、６ｃ、６ｄは、そ
れぞれ電子写真感光体ドラム５ａ、５ｂ、５ｃ、５ｄを帯電する。カラー電子写真画像を
形成するためには通常シアン、イエロー、マゼンダ、ブラックの４色のトナーを使用する
。４色のトナーは記録メディア７に対して任意の順番で転写して良い。
【００４３】
（プロセスカートリッジ）
　また、図８は本発明に係る電子写真用導電性部材を帯電ローラ３０２に適用したプロセ
スカートリッジの概略断面図である。図８に示すように、本発明に係るプロセスカートリ
ッジは、電子写真感光体３０１、帯電ローラ３０２、現像装置３０３、クリーニング装置
３０７、弾性規制ブレード３１０、及び、トナー供給ローラ３１１などが一体化され、電
子写真装置の本体に着脱自在（着脱可能）に構成されている。
【実施例】
【００４４】
　以下に本発明に係る導電性部材について実施例を挙げてさらに詳細に説明する。なお、
各実施例および比較例に係る導電性ローラの電気抵抗の測定方法および表面粗さの測定方
法は以下の通りである。
【００４５】
＜導電性ローラの電気抵抗の測定方法＞
　図６Ａ、６Ｂに示したように、電子写真装置に用いた場合の使用状態と同様の応力で、
電子写真感光体と同じ曲率の円柱形金属３２に当接させて通電したときの抵抗を測定する
。図６Ａにおいて３３ａと３３ｂは重りに固定された軸受けであり、導電性基層部材４０
の導電性の支持体１の両端に鉛直下方向に押す応力を印加する。導電性基層部材４０の鉛
直下方向には、導電性基層部材４０と平行に円柱形金属３２が配置されている。そして、
図示しない駆動装置により円柱形金属３２を回転させながら、図６Ｂのように導電性基層
部材４０を軸受け３３ａと３３ｂを用いて円柱形金属３２へ押し当てる。使用状態の電子
写真感光体ドラムと同様の回転速度で円柱形金属３２を回転させ、導電性基層部材４０を
従動回転させながら電源３４から直流電圧－２００Ｖを印加し、円柱形金属３２から流れ
出てくる電流を電流計Ａで測定する。このときの印加電圧と測定された電流とから計算し
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両端にそれぞれ５Ｎの力を加えて、直径３０ｍｍの円柱形金属３２に当接させ、円柱形金
属３２の周速１５０ｍｍ／秒で回転させた。
【００４６】
＜導電性ローラの表面粗さの測定方法＞
　導電性基層の表面粗さとしては、十点平均粗さ（Ｒｚjis1994）で５０μｍ以下、特に
は３０μｍ以下、更には２０μｍ以下が好ましい。表面粗さの測定には、表面粗さ測定装
置（商品名：サーフコーダーＳＥ３５００、小坂研究所製）を使用し、先端半径２μｍの
ダイヤモンド製接触針を用いた。測定条件は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：１９９４に基づき、
測定スピードは０．５ｍｍ／秒、カットオフ周波数λｃは０．８ｍｍ、基準長さは０．８
ｍｍ、評価長さは８．０ｍｍとした。
【００４７】
＜ポリマー１の合成＞
　ポリマー１をリビングアニオン重合法により合成した。
　まず、容量が１０リットルの耐圧容器を用意し、当該耐圧容器内の空気を乾燥アルゴン
で置換した。次いで、モレキュラーシーブスを用いて精製したスチレンモノマー８．４６
ｇ、モレキュラーシーブスを用いて精製した重合溶媒としてのシクロヘキサン１．０Ｌ、
開始剤としてのｓｅｃ－ブチルリチウムの１０ｗｔ％ヘキサン溶液０．８０ｇを加えた。
　そして、アルゴン雰囲気下、温度５０℃で４時間重合を行った。４時間後、引き続き、
活性アルミナを用いて精製したブタジエンモノマー４１．０８ｇとイソプレンモノマー４
２．００ｇを加え、温度５０℃で２時間、重合を行った。更に２時間後、モレキュラーシ
ーブスを用いて精製したスチレンモノマー８．４６ｇを加え、温度５０℃で４時間重合を
行った。反応終了後、反応溶液内にメタノールを５．０Ｌ加え、これをメタノールで再沈
殿することにより、スチレンブロックと、ブタジエンおよびイソプレンとがランダム共重
合してなるブロックと、スチレンブロックとからなる３元共重合体１００ｇを得た。
　この３元共重合体は、後述する表１－２においては、「スチレン－ブタジエン／イソプ
レン－スチレン」と標記する。
　得られた３元共重合体の、ＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグラフィー）による質量平均分子
量Ｍｗは８．０×１０４であった。これをポリマーＮｏ．１とする。
　ポリマーＮｏ．１のスチレンブロック、ブタジエンとイソプレンとがランダム共重合し
てなるブロックおよびスチレンブロックの体積比率を表１－２に示す。また、ブタジエン
とイソプレンとがランダム共重合してなるブロック中におけるブタジエンとイソプレンと
の体積比率も表１－２に併せて示す。
【００４８】
＜ポリマーＮｏ．２～１３、１９の合成＞
　原料および開始剤の配合量を表１－１に記載したように変更した以外は、ポリマーＮｏ
．１と同様にして、ポリマーＮｏ．２～１３およびポリマーＮｏ．１９を合成した。得ら
れたポリマーの重量平均分子量、各ブロックの体積比率およびブタジエンとイソプレンと
がランダム共重合してなるブロック中におけるブタジエンとイソプレンとの体積比率を表
１－２に示す。
【００４９】
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【表１】

【００５０】

【表２】

【００５１】
＜ポリマーＮｏ．１４の合成＞
　ポリマーＮｏ．１４はリビングラジカル重合法により合成した。
　まず、窒素雰囲気下で、臭化銅（Ｉ）０．２８ｇ、ヘキサメチルトリエチレンテトラア
ミン０．４５ｇ、ジメチル２，６－ジブロモヘプタンジオエート０．６７５ｇ、ｔｅｒｔ
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合した。そして、窒素で溶存酸素を置換した後、温度７０℃で反応を行った。
【００５２】
　次いで、得られた臭素を両末端に有するポリｔＢＡに、臭化銅（Ｉ）０．０６ｇ、ヘキ
サメチルトリエチレンテトラアミン０．１０ｇ、メチルメタクリレートモノマー９．７７
ｇを混合、窒素置換した。温度１００℃で反応を行った後、液体窒素で急冷し、反応を停
止した。その後、メタノールへの再沈澱による精製によってＰＭＭＡ－ｂ－ＰｔＢＡ－ｂ
－ＰＭＭＡトリブロック共重合体１００ｇを得た。
【００５３】
　次いで、得られたブロック共重合体をクロロホルム中、室温でトリフルオロ酢酸４００
ｇと混合することによりＰｔＢＡセグメントのｔｅｒｔ－ブチル基の脱保護反応を行いカ
ルボン酸へと変換した。これによって、ＰＭＭＡ－ｂ－ＰＡＡ（ポリアクリル酸）－ｂ－
ＰＭＭＡトリブロック共重合体を得た。得られたトリブロック共重合体のＧＰＣによる質
量平均分子量は４．０×１０４であった。これをポリマーＮｏ．１４とした。
【００５４】
＜ポリマーＮｏ．１５～１８、２０の合成＞
　原料および開始剤の配合量を表２－１に示したように変更した以外はポリマー１４と同
様にしてポリマーＮｏ．１５～１８、２０を合成した。得られたポリマーの重量平均分子
量Ｍｗ、および各ブロックの体積比率を表２－１に示す。
【００５５】
【表３】

【００５６】
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【表４】

【００５７】
〔実施例１〕
　１００ｇのポリマーＮｏ．１を、４．０リットルのジクロロメタンに溶解し、アルゴン
雰囲気中で液温を４０℃に維持した。２７．５２ｇの濃硫酸を、上記のジクロロメタン溶
液に滴下し、滴下終了後、液温を８０℃に昇温し、液温８０℃を維持しながら７２時間攪
拌して反応させた。ついで、１．０リットルのメタノールを上記の反応溶液中に滴下し、
反応を停止した。得られた反応物を、トルエン溶解とメタノール再沈殿を３回繰り返して
洗浄し、その後、大気中で温度８０℃で２４時間乾燥させた。次に、乾燥させた反応物を
、１．０リットルのトルエンに溶解し、窒素雰囲気中で攪拌しつつ温度１２０℃で乾溜し
ながら、５００ｇのｐ-トルエンスルフォニルヒドラジンを加えて４時間反応させ、ジエ
ン由来の２重結合を水素化した。
【００５８】
　得られた水素化物を、トルエンに溶解しメタノールで再沈殿する操作を５回繰り返して
洗浄し、その後、大気中８０℃で２４時間乾燥させて実施例１に係る熱可塑性エラストマ
ーＮｏ．１を得た。
　熱可塑性エラストマーＮｏ．１について、スルホン化率をプロトンＮＭＲにて測定した
ところ、ジエンブロックの２重結合に対して２０ｍｏｌ％のスルホン酸基が導入されてい
ることが分かった。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．１の超薄切片を、凍結切片切削装置（商品名：クラ
イオウルトラミクロトーム、ライカマイクロシステムズ（株）社製）を用いて切り出し、
四酸化ルテニウムで蒸気染色した。この超薄切片を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）にて観察
し、ポリスチレンブロック成分が球状のミクロ相分離構造を形成していることを確認した
。
【００５９】
　次に、芯金（直径６ｍｍ、長さ２５２ｍｍ、ＳＵＭ２２製、無電解ニッケルメッキ６μ
ｍ）を中心部にセットした最大内径８．６ｍｍ、クラウン１５０μｍの筒状の金型をセッ
トしたトランスファー金型に、熱可塑性エラストマーＮｏ．１をセットした。そして、温
度２４０℃のプレス機で成形し、次いで、冷却プレスで室温まで冷却後、トランスファー
金型からローラを取り出し、端部直径８．４０ｍｍ、中央部直径８．５５ｍｍのクラウン
形状を有する導電性ローラＮｏ．１を得た。
【００６０】
＜導電性ローラの評価＞
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＜＜評価（１）＞＞
　導電性ローラＮｏ．１をＮ/Ｎ環境に２４時間放置した後、マイクロ硬度をマイクロゴ
ム硬度計（商品名：ＭＤ-１　capa　タイプＡ、高分子計器株式会社製）を用いて測定し
た。
【００６１】
＜＜評価（２）＞＞
　導電性ローラＮｏ．１について、表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ）を、前記した方法により測定
した。
【００６２】
＜＜評価（３）＞＞
　導電性ローラＮｏ．１の電気抵抗値を前記した方法により算出した。
【００６３】
＜＜評価（４）＞＞
　電子写真式レーザプリンタとして、記録メディアの出力スピードが、１６０ｍｍ／秒、
画像の解像度が１２００ｄｐｉである電子写真式レーザプリンタを用意した。この電子写
真式レーザプリンタは、Ａ４サイズの紙を縦方向に搬送可能である。また、電子写真感光
体はアルミニウムシリンダーに膜厚１６μｍの有機感光層が形成された反転現像方式の電
子写真感光体ドラムである。なお、当該電子写真感光体ドラムの最外層は、変性ポリアリ
レート樹脂をバインダー樹脂とする電荷輸送層からなる。
【００６４】
　また、トナーには、ワックスを中心に荷電制御剤と色素等を含むスチレンとブチルアク
リレートのランダムコポリマーを重合させ、更に表面にポリエステル薄層を重合させシリ
カ微粒子等を外添した、ガラス転移温度６３℃、質量平均粒径６．５μｍの重合トナーで
ある。この電子写真式レーザプリンタに導電性ローラＮｏ．１を帯電ローラとして装着し
た。そしてこの電子写真式レーザプリンタをＮ／Ｎ環境に２４時間置いた後、Ｎ／Ｎ環境
中で画像出力した。一次帯電電圧として－１１５０Ｖを該帯電ローラに印加した。出力す
る画像パターンは、下記表３に記載の（パターン１）～（パターン５）の５種類とした。
【００６５】

【表５】

【００６６】
　得られた画像パターンについて目視で観察し、帯電ローラに起因するムラの有無を下記
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表４に記載の基準に基づいて評価した。
【００６７】
【表６】

【００６８】
＜＜評価（５）＞＞
　次に、上記電子写真式レーザプリンタを用いてＮ／Ｎ環境下にて、幅２ドット、間隔１
５０ドットの横線を繰り返し描画する電子写真画像を１５０００枚出力した。電子写真画
像の形成は、間欠モードにて行った。１５０００枚の電子写真画像の出力後、再び、表３
に記載の５つのパターンの画像をＮ/Ｎ環境下で出力した。そして、これらの画像を目視
で観察し、表４に記載の基準で評価した。
　なお、本評価における「間欠モード」とは、プリンターが停止した状態から電子写真画
像を１枚だけ出力した後に停止する動作を繰り返すことである。すなわち、間欠モードに
おいては、電子写真感光体は、空回転、電子写真画像の出力、空回転、停止の動作を繰り
返す。従って、１枚の電子写真画像の出力動作と電子写真感光体の停止動作とを交互に１
５０００回繰り返すこととなる。
【００６９】
＜＜評価（６）＞＞
　上記の５つのパターンの画像の出力後、評価対象としての帯電ローラを取り出して、高
圧水洗浄機を用いて表面に高圧のイオン交換水を噴射して洗浄し、次いで、高圧乾燥空気
を吹き付けて水を除去した。洗浄後の帯電ローラをＮ／Ｎ環境に２４時間放置したのち、
電気抵抗を評価（３）と同様の方法で算出した。また、評価（３）において求めた、電気
抵抗値（初期値）に対する変動率（％）を下記式により求めた。
電気抵抗値の変動率＝{[評価（６）の値－評価（３）の値］／評価（３）の値}×１００
【００７０】
〔実施例２〕～［実施例１７］
　実施例１において、ポリマー１を表５－１に記載のポリマーＮｏ．のポリマーに変更し
、濃硫酸の配合量を表５－１に記載の量とした以外は、実施例１と同様にして熱可塑性エ
ラストマーＮｏ．２～１７を合成した。得られた熱可塑性エラストマーＮｏ．２～１７の
各々について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを用いてジエンブロックの２重結
合に対するスルホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．２～１７について、実施例１と同様にして、ミクロ
相分離構造の状態を観察した。表５－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可
塑性エラストマーＮｏ．１～１７の組成、ポリスチレンブロックが構成しているミクロ相
分離構造の種類およびジエンブロックの２重結合に対するスルホン酸基の導入割合を示す
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　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．２～１７を用いて、実施例１と同様にして導電性ロ
ーラＮｏ．２～１７を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表５－３に
示す。
【００７１】
〔実施例１８〕
　実施例１の濃硫酸の配合量を２７．５２ｇへ変更した以外は実施例１と同様にして、ポ
リマーＮｏ．１にスルホン酸基を導入した。ついで、メタノール１．０Ｌを反応溶液中に
滴下し、反応を停止した。得られた反応物は、トルエン溶解とメタノール再沈殿を３回繰
り返すことにより洗浄した。洗浄後、大気中８０℃で２４時間乾燥を行った。つづいて乾
燥した反応物を１Ｌのトルエンに溶解し、窒素雰囲気中で攪拌しつつ氷酢酸２００ｇを徐
々に滴下し、滴下終了後昇温して８０℃を維持しながら７２時間攪拌した。得られた反応
物は、トルエン溶解とメタノール再沈殿を５回繰り返すことにより洗浄した。洗浄後、大
気中８０℃で２４時間乾燥を行い、熱可塑性エラストマーＮｏ．１８を得た。熱可塑性エ
ラストマーＮｏ．１８について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを用いてジエン
ブロックの２重結合に対するカルボキシル基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．１８について、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。表５－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性
エラストマーＮｏ．１８の組成、ポリスチレンブロックが構成しているミクロ相分離構造
の種類およびジエンブロックの２重結合に対するカルボキシル基の導入割合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．１８を用いて、実施例１と同様にして導電性ローラ
Ｎｏ．１８を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表５－３に示す。
【００７２】
〔実施例１９〕～［実施例２０］
　実施例１８において、ポリマーＮｏ．１を表５－１に記載のＮｏ．のポリマーに変更し
、濃硫酸の配合量を表５－１に記載の量とした以外は、実施例１８と同様にして熱可塑性
エラストマーＮｏ．１９～２０の配合を下記のように変えた以外は実施例１８と同様にし
て、実施例１９～２０の熱可塑性エラストマーを得た。得られた熱可塑性エラストマーＮ
ｏ．１９～２０の各々について、実施例１８と同様にして、プロトンＮＭＲを用いてジエ
ンブロックの２重結合に対するカルボキシル基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．１９～２０について、実施例１８と同様にして、ミ
クロ相分離構造の状態を観察した。表５－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である
熱可塑性エラストマーＮｏ．１９～２０の組成、ポリスチレンブロックが構成しているミ
クロ相分離構造の種類およびジエンブロックの２重結合に対するカルボキシル基の導入割
合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．１９～２０を用いて、実施例１と同様にして導電性
ローラＮｏ．１９～２０を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表５－
３に示す。
【００７３】
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【表７】

【００７４】
【表８】

【００７５】
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【表９】

【００７６】
〔実施例２１〕
　６０．５ｇのポリマーＮｏ．１４をＤＭＦに溶解し、水素化ナトリウム９０ｇおよび式
（１２）のスルトン１７．９３ｇを加え、加熱還流を行い、ポリアクリル酸セグメントの
スルホン化を行った。これによって、スルホン酸基含有セグメントの両末端にＰＭＭＡを
有するトリブロック共重合体からなる熱可塑性エラストマーＮｏ．２１を得た。
【００７７】
【化５】

【００７８】
　熱可塑性エラストマーＮｏ．２１について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを
用いてアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するスルホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．２１について、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。表６－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性
エラストマーＮｏ．２１の組成、メタクリル酸メチルブロックが構成しているミクロ相分
離構造の種類およびアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するスルホン酸基の導入割
合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．２１を用いて、実施例１と同様にして導電性ローラ
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【００７９】
〔実施例２２〕～［実施例３３］
　実施例２１において、合成に用いたポリマーおよびその配合量、並びに、式（１２）に
係るスルトンの配合量を表６－１に記載したように変更した以外は、実施例２１と同様に
して熱可塑性エラストマーＮｏ．２２～３３を合成した。熱可塑性エラストマーＮｏ．２
２～３３について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを用いてアクリル酸ブロック
のカルボキシル基に対するスルホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．２２～３３について、実施例１と同様にして、ミク
ロ相分離構造の状態を観察した。表６－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱
可塑性エラストマーＮｏ．２２～３３の組成、メタクリル酸メチルブロックが構成してい
るミクロ相分離構造の種類およびアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するスルホン
酸基の導入割合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．２２～３３を用いて、実施例１と同様にして導電性
ローラＮｏ．２２～３３を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表６－
３に示す。
【００８０】
【表１０】

【００８１】
　なお、表６－１における、式（１３）～（１６）のスルトンとは、各々下記の構造を有
するものである。
【００８２】

【化６】
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【００８３】
【表１１】

【００８４】
〔実施例３４〕
　熱可塑性エラストマーＮｏ．１７を用いて、外径８．５ｍｍ、肉厚０．４０ｍｍの導電
性チューブを作成した。空気圧で膨らませながら、得られた導電性チューブを実施例１４
の導電性ローラに被覆し、導電性弾性体表層を作成した。チューブの端部を切りそろえて
、導電性ローラＮｏ．３４を作成し、評価（１）～（６）に供した。
【００８５】
〔実施例３５〕
　熱可塑性エラストマーＮｏ．１４を用いた以外は、実施例３４と同様にして導電性ロー
ラＮｏ．３５を作成し、評価（１）～（６）に供した。
【００８６】
〔実施例３６〕～［実施例３７］
　導電性ローラＮｏ．１および導電性ローラＮｏ．３５と同様にして導電性ローラＮｏ．
３６および導電性ローラＮｏ．３７を作成し、下記評価（７）に供した。
【００８７】
＜＜評価（７）＞＞
　導電性ローラＮｏ．３６および導電性ローラＮｏ．３７を各々、評価（４）に用いた電
子写真式レーザプリンタの現像ローラ（現像部材）として装着した。この電子写真式レー
ザプリンタをＮ／Ｎ環境に２４時間置いた後、Ｎ／Ｎ環境中で画像出力した。出力する画
像パターンは、前記表３に記載の（パターン１）～（パターン５）の５種類とした。得ら
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れた画像について、現像ローラに起因するムラの有無を前記表４に記載の基準に基づいて
評価した。
【００８８】
＜＜評価（８）＞＞
　評価（７）に用いた電子写真式レーザプリンタを用いて評価（５）を同様にして１５０
００枚の電子写真画像を出力した。引き続いて、表３に記載の５種の画像パターンを出力
し、各画像について、表４の記載に基づいて評価した。
【００８９】
＜＜評価（９）＞＞
　上記評価（８）に用いた画像の出力後、各導電性ローラをレーザプリンタから取り出し
、電気抵抗値の算出し、および、初期の電気抵抗値に対する変化率を算出した。
　上記導電性ローラＮｏ．２１～３７の評価結果を表６－３に示す。
【００９０】
【表１２】

【００９１】
　〔実施例３８〕～［実施例４０］
　実施例１における熱可塑性エラストマーＮｏ．１の合成において、濃硫酸を表７－１に
記載の化合物に変更し、かつ、その配合量を表７－１に記載の量とした以外は、熱可塑性
エラストマーＮｏ．１と同様にして熱可塑性エラストマーＮｏ．３８～４０を合成した。
得られた熱可塑性エラストマーＮｏ．３８～４０の各々について、実施例１と同様にして
、プロトンＮＭＲを用いてジエンブロックの２重結合に対するホスホン酸基（実施例３８
、３９）、および、ジエンブロックの２重結合に対するカルボキシル基（実施例４０）の
導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．３８～４０について、実施例１と同様にして、ミク
ロ相分離構造の状態を観察した。表７－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱
可塑性エラストマーＮｏ．３８～４０の組成、ポリスチレンブロックが構成しているミク
ロ相分離構造の種類およびジエンブロックの２重結合に対するホスホン酸基またはジエン
ブロックの２重結合に対するカルボキシル基の導入割合を示す。
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　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．３８～４０を用いて、実施例１と同様にして導電性
ローラＮｏ．３８～４０を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表７－
３に示す。
【００９２】
【表１３】

【００９３】
〔実施例４１〕
　ポリマーＮｏ．１４を６０．５ｇ、２-アミノベンゼンスルホン酸２４．３８ｇをとり
、ピリジン３６６ｇを加えて６０℃に加熱した。次いで、亜リン酸トリフェニル８７．３
７ｇを加え、窒素雰囲気下、１１５℃に昇温して、そのまま６．５時間攪拌した。得られ
た黄色溶液を室温に戻した後、エバポレーションによりピリジンを除去し、残渣を酢酸エ
チル溶液としたものを２Ｎ塩酸水溶液で水洗した。有機層と沈殿物をテトラヒドロフラン
に分散させ、イオン交換樹脂を加えて攪拌したところ、透明均一溶液となった。これをイ
ソプロピルアルコールに再沈殿し、濾過、真空乾燥を行い、薄褐色のホスホン化した熱可
塑性エラストマーＮｏ．４１を得た。
　熱可塑性エラストマーＮｏ．４１について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを
用いてアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するホスホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．４１について、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。表７－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性
エラストマーＮｏ．４１の組成、メタクリル酸メチルブロックが構成しているミクロ相分
離構造の種類およびアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するホスホン基の導入割合
を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．４１を用いて、実施例１と同様にして導電性ローラ
Ｎｏ．４１を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表７－３に示す。
【００９４】
〔実施例４２〕
　実施例４１において、２-アミノベンゼンスルホン酸の配合量を８５．３４ｇへ変更し
、また、亜リン酸トリフェニルの配合量を３０５．８０ｇへ変更した以外は、実施例４１
と同様にして、熱可塑性エラストマーＮｏ．４２を得た。
熱可塑性エラストマーＮｏ．４２について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを用
いてアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するホスホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．４２について、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。表７－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性
エラストマーＮｏ．４２の組成、メタクリル酸メチルブロックが構成しているミクロ相分
離構造の種類およびアクリル酸のカルボキシル基に対するホスホン酸基の導入割合を示す
。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．４２を用いて、実施例１と同様にして導電性ローラ
Ｎｏ．４２を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表７－３に示す。
【００９５】
〔実施例４３〕
　ポリマーＮｏ．１４を熱可塑性エラストマーＮｏ．４３として用意した。熱可塑性エラ
ストマーＮｏ．４３について、実施例１と同様にして、ミクロ相分離構造の状態を観察し
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た。表７－２に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性エラストマーＮｏ．４
３の組成、メタクリル酸メチルブロックが構成しているミクロ相分離構造の種類を示す。
なお、本実施例においては、ポリマーＮｏ．１４のＢブロックを構成しているアクリル酸
ブロックが有するカルボキシル基を他のイオン交換基に置換していない。そのため、表７
－２のイオン交換基の導入割合は、０％とした。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．４３を用いて、実施例１と同様にして導電性ローラ
Ｎｏ．４３を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表７－３に示す。
【００９６】
【表１４】

【００９７】
【表１５】

【００９８】
〔比較例１〕
　トリメチルオクチルアンモニウムパークロレートを１部含有したヒドリンゴムを型内加
硫成形し、実施例１と同様の形状を有する導電性ローラＮｏ．Ｃ－１を得た。これを評価
（１）～（６）に供した。その結果を表８－２に示す。
【００９９】
〔比較例２〕
　カーボンブラックを７０部配合したアクリロニトリルブタジエンゴムを型内加硫成形し
、実施例１と同様の形状を有する導電性ローラＮｏ．Ｃ－２を得た。これを評価（１）～
（６）に供した。その結果を表８－２に示す。
【０１００】
〔比較例３〕
　トリメチルオクチルアンモニウムパークロレートを１部含有した熱可塑性ウレタンエラ
ストマーを型内成形し、実施例１と同様の形状を有する導電性ローラＮｏ．Ｃ－３を得た
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。これを評価（１）～（６）に供した。その結果を表８－２に示す。
【０１０１】
〔比較例４〕
　スルホン基を１５ｍｏｌ％含有する熱硬化性ウレタンアイオノマ－を型内加硫成形し、
実施例１と同様の形状を有する導電性ローラＮｏ．Ｃ－４を得た。これを評価（１）～（
６）に供した。その結果を表８－２に示す。
【０１０２】
〔比較例５〕
　実施例１の熱可塑性エラストマーＮｏ．１の合成において、ポリマーＮｏ．１をポリマ
ーＮｏ．１９に変更し、濃硫酸の配合量を４．３９ｇに変更した以外は、熱可塑性エラス
トマーＮｏ．１と同様にして熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－１を得た。得られた熱可塑
性エラストマーＮｏ．Ｃ－１について、実施例１と同様にして、プロトンＮＭＲを用いて
ジエンブロックの２重結合に対するスルホン酸基の導入割合を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－１ついて、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。その結果、スルホン酸基を有するジエンブロック成分が球状の
ミクロ相分離構造を形成し、スチレンブロック成分がそのマトリックスとなっていること
を確認した。すなわち、イオン交換基を有するＢブロックが球状の構造を有する相を構成
し、非イオン導電性ブロックであるＡブロックがマトリックス相を構成していた。
　表８－１に、Ａ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－１の組成
、スチレンブロックが構成しているミクロ相分離構造の種類およびジエンブロックの２重
結合に対するスルホン酸基の導入割合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－１を用いて、実施例１と同様にして導電性ロー
ラＮｏ．Ｃ－５を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表８－２に示す
。
【０１０３】
〔比較例６〕
　実施例２１の熱可塑性エラストマーＮｏ．２１の合成において、ポリマーＮｏ．１４を
ポリマーＮｏ．２０に変更すると共に、配合量を８４．０２ｇとし、また、式（１２）の
スルトンの配合量を６．９６ｇに変更した以外は、熱可塑性エラストマーＮｏ．２１と同
様にして熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－２を合成した。
　得られた熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－２について、実施例１と同様にして、プロト
ンＮＭＲを用いてアクリル酸ブロックのカルボキシル基に対するスルホン酸基の導入割合
を求めた。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－２ついて、実施例１と同様にして、ミクロ相分
離構造の状態を観察した。その結果、スルホン酸基を有するアクリル酸ブロックが球状の
構造を形成し、メタクリル酸メチルのブロックがマトリックスを構成しているミクロ相分
離構造を有していることを確認した。すなわち、本発明におけるＢブロックが球状の構造
を有する相を構成し、Ａブロックがマトリックス相を構成していた。
　表８－１に、本発明のＡ－Ｂ－Ａ型の共重合体である熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－
２の組成、ポリスチレンブロックが構成しているミクロ相分離構造の種類およびジエンブ
ロックの２重結合に対するスルホン酸基の導入割合を示す。
　更に、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－２を用いて、実施例１と同様にして導電性ロー
ラＮｏ．Ｃ－６を作成し、評価（１）～（６）に供した。これらの結果を表８－２に示す
。
【０１０４】
〔比較例７〕
　ポリマーＮｏ．１を熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－３として用意した。
　熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－３について、実施例１と同様にして、ミクロ相分離構
造の状態を観察した。表８－２に、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－３の組成、ミクロ相
分離構造の種類を示す。なお、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－３は、イオン交換基を有
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　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－３を用いて、実施例１と同様にして導電性ロー
ラＣ－７を作成し、評価（１）～（６）に供した。しかしながら、導電性ローラＮｏ．Ｃ
－７は、帯電ローラとしての機能を初期より発揮し得なかったため、評価（５）、及び評
価（６）は行わなかった。
【０１０５】
〔比較例８〕
　ポリマーＮｏ．１４の脱保護反応を行わずに、ＰＭＭＡ－ｂ－ＰｔＢＡ－ｂ－ＰＭＭＡ
トリブロック共重合体からなる熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－４を得た。
　熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－４について、実施例１と同様にして、ミクロ相分離構
造の状態を観察した。表８－２に、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－４の組成、ミクロ相
分離構造の種類を示す。なお、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－４は、イオン交換基を有
しないため、表８－２において、イオン交換基の導入割合の項目は、０％と記載した。
　また、熱可塑性エラストマーＮｏ．Ｃ－４を用いて、実施例１と同様にして導電性ロー
ラＣ－８を作成し、評価（１）～（６）に供した。しかしながら、導電性ローラＮｏ．Ｃ
－８は、帯電ローラとしての機能を初期より発揮し得なかったため、評価（５）、及び評
価（６）は行わなかった。
【０１０６】
【表１６】

【０１０７】
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【表１７】

【符号の説明】
【０１０８】
１　支持体
２　弾性層
３　導電性弾性表層
５　感光体ドラム
６　帯電部材
７　記録メディア
８　転写ローラ
９　定着部
１０　クリーニングブレード
１１　露光光
１２　現像ローラ（現像部材）
２０　帯電用電源
２２　転写用電源
３０　現像ブレード
３１　現像剤容器
３２　円柱形金属
３３　軸受け
３４　電源
４０　導電性部材
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